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研究要旨 重要な意思決定支援場面において、意思決定能力に基づく適切な

支援の提供を、がん診療連携拠点病院において実現することを目指し、介入

プログラムの検討を進めた。がん診療連携拠点病院を対象に意思決定支援の

現状に関する認識を調査し、がん登録 DPC データより高齢者の治療選択の実

態の把握を行った。提供上の課題を把握し、教育プログラムを開発し、その

実施可能性を確認した。今後、拠点病院への複合的介入を進める予定である。 
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A．研究目的 
 超高齢社会を迎えたわが国では、65 歳以上

人口が 3617 万人（総人口比 28.7%）、75 歳以

上人口も 1871 万人(総人口比 14.9%)(2020 年

9 月 15 日現在推計)となった。今後団塊の世

代が後期高齢者に入る 2025 年までには、都市

部を中心に高齢者の人口が 1.5-2 倍程度に急

増することが推測されている。特に、後期高

齢者は、何らかの医療を受けつつも、比較的

自 立 し た 社 会 生 活 を 営 む (Vunlerable 

Elders)場合が多く、どのような支援方法望ま

れるのか、治療が必要となった場合には治療

の適応はどのようにすればよいのか、等議論

の焦点となっている。 

 高齢者の増加を背景に、意思決定に関して

の知識の普及や実践の必要性が指摘されてい

る。意思決定は、医療においては適切なイン

フォームド・コンセントを実現する上で最重

要な課題であるとともに、療養生活の質を向

上させるためには、アドバンス・ケア・プラン

ニングでも中心的なテーマである。近年では、

がん以外の疾病への緩和ケアを適応する動き

が求められる中で、がん医療のみならず、循

環器や老年医療においても検討されつつある。

緩和ケアにおける経験と実践が、より広く社

会に貢献することも強く期待される領域であ

る。 

 第 3 期がん対策推進基本計画において、コ

ミュニケーションの充実や意思決定支援ガイ

ドラインの作成など意思決定支援を進めるた

めの取組みが行われてきた。しかし、体験調

査等では十分に行われていない課題がある。

加えて、障害者権利条約を受け、医療の領域

でも合理的配慮のもとに、本人自身による意
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思決定を実現する体制の整備が求められてい

る。がん診療連携拠点病院において実施可能

な汎用性の高い簡便な介入方法を整備するこ

とが急務である。 

 そこで、本研究においては、高齢者等にお

ける意思決定支援の現状を把握するとともに、

教育プログラムの開発、実装するための支援

プログラム、意思決定支援の質の向上に資す

る情報の収集・解析を目指して計画を進めた。 

 

 

B．研究方法 
1. 高齢がん患者に対する意思決定支援の現

状把握 

 

がん診療連携拠点病院の実態調査を行った。 

 

研究対象者の選定方針  

1）選択基準 

がん診療連携拠点病院の相談支援センターの

相談員を対象とし、各施設 2 名に回答を依頼

した。 

がん診療連携拠点病院とは、厚生労働省の HP

の「がん診療連携拠点病院等の一覧表（令和 4

年４月１日現在）」に掲載された 408 箇所とし

た。以下内訳をあげる。 

都道府県がん診療連携拠点病院 51 箇所 

地域がん診療連携拠点病院（高度型）55 箇所 

地域がん診療連携拠点病院 293 箇所 

地域がん診療連携拠点病院（特例型）6 箇所 

特定領域がん診療連携拠点病院１箇所 

国立がん研究センター２箇所 

 

2）研究の期間及び方法  

（1）研究の期間 

研究許可日から 2023 年 3月 31 日まで 

 

（2）研究のデザイン 

質問紙を用いた横断観察研究 

 

（3）研究のアウトライン 

 

 

（4）研究対象者数 

9816 名（がん診療連携拠点病院の相談支援セ

ンターより各施設 2 名ずつ） 

 

（5）研究の対象とする医薬品・医療機器、治

療法等の情報や使用方法など 

該当しない 

 

（6）観察及び検査項目 

自施設の高齢者のがん診療における意思決定

支援に関するアンケート調査：自記式質問紙

を用いた。 

質問内容は、本研究班の研究者・研究協力者

で、相談支援センターの実務担当者、相談支

援センター管理者、がん看護、認知症の専門

医等で検討し、作成した。 

無記名ではあるが、調査票に登録番号を記載

するため施設名との連結は可能な状態である。

アンケート調査の記入に要する時間は 15 分

程度を見込んだ。 

 

（7）評価項目及び評価方法 

Primary endpoint: アンケートの質問項目に

関する単純記述統計 

 

2. 高齢がん患者における治療に伴う負担の

検討 

 

高齢のがん患者にとって、患者の生活の質

（QOL）を考慮し、可能な限りその人らしい生

活を送れるように治療における意思決定支援

をすることが重要である。高齢がん患者やそ

の家族にとって、治療に伴う身体的な負担が

どの程度かといった情報は、治療選択を決定

する上で重要な情報である。本研究では、が

ん診療連携拠点病院等を中心とするがん診療

病院の院内がん登録と DPC 導入の影響評価に

係る調査データを用いて、高齢のがん患者に

おける治療負担を検討するために、入院加療

後の日常生活動作（Activity of Daily Living, 

ADL）低下、入院日数、及び退院から 6 ヶ月以

内の予期せぬ再入院割合について明らかにす

ることを目的とした。 

がん診療病院 431 施設の院内がん登録とリン

ケージさせた DPC 導入の影響評価に係る調査

データを用いた。 

各診療ガイドラインを参考に、標準治療を

受けた患者の退院時における ADL 低下割合、

入院日数、退院後 6 ヶ月以内の予期せぬ再入

研究事務局
•がん診療連携拠点病院408施設に調査票送付

拠点病院

•各施設、相談支援センターの相談員2名が回答
•回答後、返信用封筒にて返送

研究事務局
•回収した調査票を集計・解析
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院割合を、75 歳未満と 75 歳以上の群に分類

して、傾向を分析した。なお、ADL は Barthel 

index（0～100 点）で評価し、入院時点と比較

して 10 点以上低下した患者割合を求めた。 

 

3. 看護師、相談員を対象とした意思決定支援 

 

高齢がん患者の意思決定を支援する看護師

に対し、高齢がん患者の意思決定支援教育プ

ログラム案を実施し、教育プログラム案の内

容の評価と課題の検討を行った。 

高齢がん患者の意思決定を支援する看護師の

教育プログラム案は以下の目的と内容で実施

した。 

1） 高齢がん患者の意思決定を支援する看護

師の教育プログラムの目的 

(1) 高齢がん患者の意思決定支援の基礎知識

を理解する 

(2) 高齢がん患者の意思決定支援のプロセス

をトリガービデオの模擬患者の検討を通

して理解する 

(3) 実際の高齢がん患者の意思決定支援に教

育プログラム内容が生かせる 

2) 高齢がん患者の意思決定を支援する教育

プログラムの構成 

(1) 教育：講義（小川朝生先生） 

 テーマ「高齢がん患者の意思決定支援」 

講義概要 

・どうして意思決定支援が議論されるのか 

・意思決定支援のノーマライゼーション 

・わが国での認知症領域における取組み 

・認知症の人の日常生活・社会生活における

意思決定支援ガイドライン 

・認知症の人の意思決定支援ガイドラインの

その先 

(2) 模擬事例の検討 

・トリガービデオによる模擬事例検討 

Web によるグループワーク(zoom ブレークア

ウトルーム機能を活用) 

 

事例概要 

A さん、75 歳、女性、結腸癌 

夫は 3 年前に他界し、現在は独り暮らし。 

介護認定 要支援１ 

一人娘は近隣に家族と暮らしている。最近、

物忘れなどが目立つ。 

Aさんは、かりつけ医で潜血便を指摘された。

その後、総合病院で精密検査を受け、外科医

から結腸癌であること、手術の適応や必要性

について説明を受けた。次週までに家族と相

談して、手術を受けるかどうか考えをまとめ

てくるように説明があった。その際、A さんは

看護師の同席のもと落ち着いて一人で説明を

聞いていたが、1 週間後に娘と一緒に受診し

た際、医師の説明時 A さんは娘の顔を何度も

見ていた。そして治療法が決められないこと

を話し、看護師と A さん、娘と面談を持った

場面で「私はどうすればよいのでしょうか」

と話した。 

 

(3) グループワーク結果の共有 

(4) 講師より模擬事例患者を通して軽度認

知症患者の症状と意思決定に必要な支

援についてフィードバック 

 

意思決定支援の枠組みは「認知症の人の日常 

生活・社会生活における意思決定支援ガイド 

ライン」（以下ガイドラインとする）を参考 

にした。グループワークでは、事例について 

①人的物的環境の整備、②意思決定支援のプ 

ロセス（意思形成支援、意思表明支援、意思実 

現支援）に沿い、意思形成支援、意思実現支援 

を中心に具体的な支援内容についてフォーマ 

ットを用いて検討した。 

 

4. オンラインによる多職種向けの研修の試

行 

 

患者が自分の治療方針や治療方法について

の意思決定をすることの重要性が注目されて

いる。また，その意思決定を支援することに

ついても厚生労働省がガイドラインを定める

など（厚生労働省，2018），近年の喫緊の課題

として位置づけられていると言える。平井他

（2021）は医療現場における意思決定支援の

実態を検討するべくインタビュー調査を行い，

熟達した医師が，アセスメントと方略を組み

合わせながら，個に合わせた支援を行ってい

ることを指摘した。これまで，医療従事者か

ら患者への支援は，個々の現場が保有する現

場知であった。しかし，ACP の導入が求められ

る現在，意思決定支援の考え方やスキルは医

療従事者のほとんどに必要となるものである。 

 そこで，本研究では医療従事者を対象に，

意思決定支援に関する制度や考え方，認知・

身体・アセスメント方法の理解と獲得を目的

とした研修プログラムを実施し，その効果を

検討することを目的とする。このとき，支援

の方法には行動科学の知見を取り入れ，患者

の意思決定を支援できるよう実際的な内容と
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する。なお，本研修は過年度に最新の研究デ

ータなどを追加した改良版プログラムであり，

オンラインでのリアルタイムビデオ配信機能

を使用した。 

 

5. 日常診療で使用する場合に推奨される GA

ツールの選定 

 

 欧米の老年腫瘍学ガイドラインでは、高齢

がん患者を診療する際に高齢者機能評価

（Geriatric Assessment： GA）を実施するこ

とが推奨されている。しかし、各種ガイドラ

インでは具体的な GA ツールまで言及してい

ない。どの GA ツールが日本のがん診療現場で

正しく利用できるのか、どの GA ツールを用い

るべきなのかについて意思決定支援をする前

段階の情報の整理することを目的として、日

常診療で使用する際に推奨される GA ツール

を策定した。 

 

 

（倫理面への配慮） 

本研究のプロトコールは、倫理審査委員会の

審査を受け、研究内容の妥当性、人権および

利益の保護の取り扱い、対策、措置方法につ

いて承認を受けることとした。インフォーム

ド・コンセントには十分に配慮し、参加もし

くは不参加による不利益は生じないことや研

究への参加は自由意思に基づくこと、参加の

意思はいつでも撤回可能であること、プライ

バシーを含む情報は厳重に保護されることを

明記し、書面を用いて協力者に説明し、書面

にて同意を得た。 

本研究では、高齢者を対象としており、研究

参加のインフォームド・コンセントにおいて

意思決定能力が低下をしている場面が生じう

る。しかし、これらの患者を本研究から除外

することは、軽度の認知症をもつ患者のみの

登録となるなど偏りが生じ、臨床上の課題が

抽出されない危険性が生じうる。一方、対象

とする調査はインタビュー調査等観察研究が

主であり、予測される有害事象として身体的

問題が生じる可能性はない。 

以上の理由により、本研究に対する患者の理

解が不十分と研究者が判断したときは、「人を

対象とする医学系研究に関する倫理指針（平

成 26 年文部科学省・厚生労働省告示第 3 号）

第 5 章第 13 代諾者等からのインフォームド・

コンセントを受ける場合の手続等」および「代

諾者からのインフォームド・コンセントに関

する細則 ①研究対象者が認知症等により有

効なインフォームド・コンセントを与えるこ

とができないと客観的に判断される場合」に

則り、代理人から文書による同意を得て調査

を実施する。あわせて、調査までの待機中お

よび調査期間中にも、本人に説明する機会を

持ち、インフォームド・アセントを得るよう

努めた。 

 

 

C．研究結果 
1. 高齢がん患者に対する意思決定支援の現

状把握 

回答は相談支援センター相談員より 305/408 

(74.8%)、緩和ケアチーム専従看護師 327/408 

(80.1%)であった。（図参照） 

 

1) 高齢がん患者において意思決定支援を必

要とする割合 

相談員の 66%、緩和ケアチーム専従看護師

の 74%が自施設の高齢がん患者の半数以

上において意思決定支援が必要と評価を

していた。 

 

2) 意思決定支援を必要としている高齢がん

患者のうち、必要な支援が提供されてい

る割合 

相談員の 84%、緩和ケアチーム専従看護師

の 91%が自施設において提供されている

のは半数以下と評価をしていた。 

 

3) 意思決定支援について習熟している割合 

(ア) 認知機能障害をもつ人とのコミュ

ニケーションスキル 

全体で 45%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(イ) 意思決定能力の評価 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(ウ) 意思決定支援の手段 

全体で 56%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

(エ) 意思の推定 

全体で 51%の施設が習熟していない

と評価をしていた。 

 

4) ガイドラインの認知 

(ア) 人生の最終段階における医療・ケア

の決定プロセスに関するガイドラ

イン 
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全体で 45%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

(イ) 認知症の人の日常生活・社会生活に

おける意思決定支援ガイドライン 

全体で 74%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

(ウ) 障害福祉サービスの提供にかかる

意思決定支援ガイドライン 

全体で 85%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

(エ) 身寄りがない人の入院及び医療に

係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン 

全体で 79%の施設が施設内で知られ

ていないと評価していた。 

 

5) 意思決定支援の提供状況 

高齢のがん患者が意思決定できないと判

断された場合、どのような対応・支援が提

供されるのかを確認した。 

(ア) その時点でがん治療の適応はない

と判断される 

全体で 26%の施設が半数以上でその

ような判断となると評価した。 

(イ) 医師以外の職種の同席 

全体で 48%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(ウ) 相談支援センターへの相談 

全体で 21%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(エ) 認定看護師や専門看護師による支

援 

全体で 26%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(オ) 認知機能検査 

全体で 11%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(カ) 精神科医・緩和ケアチーム・認知症

ケアチームへの紹介 

全体で 23%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(キ) かかりつけ医への相談・紹介 

全体で 13%の施設は半数以上で提供

されると評価した。 

(ク) 意思決定能力の評価 

全体で 13%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(ケ) 在宅医や訪問看護、ケアマネジャー

などの在宅支援者とのカンファレ

ンス 

全体で 23%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

(コ) 担当医・外来・病棟との情報共有 

全体で 24%の施設が半数以上で提供

されると評価した。 

 

6) 系統的な支援の提供 

(ア) 認知機能評価 

全体で 87%が自施設で提供できると

評価した。 

(イ) 意思決定能力の評価 

全体で 87%が自施設で提供できると

評価した。 

(ウ) 倫理的な問題の評価 

全体で 91%が自施設で提供できると

評価した。 

7) 普及のための手段 

(ア) 意思決定支援用のツール 

92%の施設が役立つと評価した。 

(イ) ウェブページ 

87%の施設が役立つと評価した。 

(ウ) 講義（e-learning） 

95％の施設が役立つと評価した。 

(エ) 事例検討 

97%の施設が役立つと評価した。 

(オ) 精神科・緩和ケアチーム・認知症ケ

アチームへのコンサルテーション 

96%の施設が役立つと評価した。 

(カ) 臨床倫理コンサルテーション 

87%の施設が役立つと評価した。 

(キ) オンラインコンサルテーション 

67%の施設が役立つと評価した。 

(ク) 法律家へのコンサルテーション 

59%の施設が役立つと評価した。 

(ケ) 認知症に関する講義 

94%の施設が役立つと評価した。 

 

 

2．高齢がん患者における治療に伴う負担の

検討 

 
1) 胃癌治療が高齢者の ADL 等に与える影響 

1-1.EMR/ESD 治療 

治療前病期で遠隔転移がなかった cM0 患者

75 歳未満 16,534 人と 75 歳以上 10,877 人の

EMR・ESD 治療後に 10 点以上 ADL 低下が認め

られたのは、それぞれ 0.7％、2.4％であった。

平均入院日数は、75 歳未満が 11.5 日、75 歳

以上が 11.9 日とほぼ同様であった。予期せぬ

再入院は、それぞれ 2.2％と 3.3％とやや 75
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歳以上で多くなっていた。 

 

1-2.開腹手術 

 開腹手術後を受けた患者は、75 歳未満

7,292 人、75 歳以上が 4,714 人であった。こ

の内胃全摘術は、75 歳未満が 43.9％、75 歳以

上が 37.1％であった。退院時に ADL が 10 点

以上低下したのは、75 歳未満が 1.4％、75 歳

以上が 6.6％であった。平均入院日数は、75 歳

未満が 23.7 日、75 歳以上が 29.9 日と 75 歳

以上でやや長かった。予期せぬ再入院は、そ

れぞれ 4.3％、6.1％であり、やや 75 歳以上で

高い傾向があった。 

 

1-3.開腹手術と術後化学療法 

 開腹手術を受けた術後病理学的病期 II 期、

またはIII期の患者は、75歳未満が4,058人、

75 歳以上が 2,809 人であった。胃全摘術を受

けた患者は、それぞれ 42.3％、38.0％であっ

た。手術時の平均入院に数は、75 歳未満が

20.6 日、75 歳以上が 28.5 日であった。術後

化学療法を受けた患者は、75 歳未満が 51.4％、

75 歳以上が 75.7％であり、それぞれ手術後か

ら化学療法開始までの日数は、平均 51.4 日、

75.7 日と 75 歳以上では術後化学療法を開始

するまでに時間を要していた。術後化学療法

で処方された薬剤は、S-1 が 75 歳未満で

85.1％、75 歳以上で 91.0％であった。なお、

化学療法を 3 ヶ月以上継続していた割合は、

75 歳未満が 83.0％、75 歳以上が 69.8％であ

った。 

 

1-4.切除不能胃癌患者への化学療法 

 cM1 の切除不能胃癌患者と診断された患者

は、75 歳未満 4,189 人、75歳以上 2,837 人で

あった。そのうち化学療法を受けていたのが、

75 歳未満で 77.8％、75 歳以上で 44.4％であ

った。使用された薬剤をみると、75 歳未満で

は S-1 とシスプラチンの併用が 39.8％、次い

で S-1とオキサリプラチンが 20.8％であった。

一方、75 歳以上では 43.9％が S-1 単剤の処方

であり、S-1 とシスプラチンの併用が 20.0％、

S-1 とオキサリプラチンが 18.2％であった。

シスプラチンまたはオキサリプラチンを含む

化学療法を受けた患者で入院化学療法を受け

た患者をみると、75 歳未満が 2,085 人、75 歳

以上が 494 人であり、退院時に ADL が 10 点以

上低下した割合は、それぞれ 1.9％と 3.6％で

あった。入院日数は、75 歳未満が 21.1 日、75

歳以上が 22.3 日であった。予期せぬ再入院は、

75 歳未満が 7.2％、75 歳以上が 9.7％であっ

た。なお、3 ヶ月以上化学療法を継続していた

割合は、75 歳未満が 54.8％、75 歳以上が

44.9％であった。 

 

2) 大腸癌治療が高齢者の ADL 等に与える影

響 

2-1.EMR/ESD 治療 

 EMR または ESD を受けた患者は、75 歳未満

が 8,632 人、75 歳以上が 4,040 人であった。

退院時に ADLが 10点以上低下したのは、75歳

未満が 0.5％、75 歳以上が 2.2％であった。平

均入院日数は、それぞれ 8.8 日と 10.5 日であ

った。6 ヶ月以内の予期せぬ再入院は、75 歳

未満が 2.1％、75 歳以上が 3.2％であった。 

 

2-2.開腹手術 

 開腹手術を受けた患者は、75 歳未満が

6,517 人、75 歳以上が 5,291 人であった。退

院時に ADL が 10 点以上低下したのは、75 歳

未満が 1.7％、75 歳以上が 8.0％であり、平均

入院日数はそれぞれ 25.3 日と 29.3 日であっ

た。予期せぬ再入院割合は、75 歳未満が 4.1％、

75 歳以上が 4.4％とほぼ同様であった。 

 

2-3.開腹術と術後化学療法 

 開腹手術を受け術後病理学的病期が III 期

であった患者は、75 歳未満が 6,890 人、75 歳

以上が 4,038 人であった。それぞれ平均入院

日数は 20.2 日と 25.2 日であった。術後化学

療法を受けた患者は、75 歳未満が 83.1％、75

歳以上が 41.3％であった。化学療法時の使用

薬剤は、75 歳未満ではカペシタビンとオキサ

リプラチン併用が 32.3％、UFT（テガフール・

ウラシル）と LV（レボホリナート）が 25.7％、

カペシタビン単剤が 22.4％であった。一方、

75 歳以上では、UFT+LV が 36.8％ともっとも

多く、次いでカペシタビン単剤が 28.5％、次

いで、カペシタビンとオキサリプラチンの併

用が 13.2％であった。3 ヶ月以上化学療法を

継続していた割合は、75 歳未満が 85.2％、75

歳以上が 73.3％であった。 

 

3) 膵臓癌治療が高齢者の ADL 等に与える影

響 

3-1.手術と術後化学療法 

 臨床病期 I 期で手術が実施されたのは、75

歳未満が878人、75歳以上が356人であった。

その内、退院時に ADL が 10点以上低下したの

は、75 歳未満が 2.8％、75 歳以上が 5.6％で
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あり、平均入院日数がそれぞれ 32.6日と 35.9

日であった。このうち術後補助化学療法実施

されたのは、75 歳未満が 59.1％、75 歳以上が

44.9％であった。使用薬剤をみると、75 歳未

満、75 歳以上の群ともに S-1 単剤で、それぞ

れ 49.8％と 37.9％であった。 

 

3-2.進行癌における入院化学療法 

 臨床病期 IV 期と診断された患者は、75 歳未

満が2,601人、75歳以上が1,395人であった。

このうち、化学療法を受けたものが 75 歳未満

で 76.3％、75 歳以上で 41.6％であった。この

うち入院化学療法を行ったものは、75 歳未満

が 2,567 人、75 歳以上が 843 人であり、平均

入院日数は、それぞれ 26.8 日と 26.8 日であ

った。退院時に ADL が 10 点以上低下したの

は、75 歳未満が 2.6％、75 歳以上が 3.4％で

あり、予期せぬ再入院はそれぞれ 10.0％、

12.0％であった。 

 

4) 膵臓癌患者への外科治療が退院時 ADL に

与える影響 

4．開腹手術を受けた患者の退院時 ADL 

当該手術を受けた者は、40～74歳 3,020人、

75～79 歳 836 人、80 歳以上 487 人であった。

いずれの年代も膵頭十二指腸切除術を受けた

者が半数以上を占めた（40～74 歳 63.8％、75

～79 歳 61.1％、80 歳以上 57.5％）。入院日数

の中央値は、40～74歳 30日、75～79歳 32日、

80 歳以上 31 日であった。入院時と比較して

退院時の ADL が 10 点以上低下した者の割合

は、40～74 歳が 3.3％（入院時 ADL 自立者

3.0％）、75～79 歳 7.1％（入院時 ADL 自立者

6.6％）、80 歳以上 8.2％（入院時 ADL 自立者

8.1％）であった。なお、術式別にみると、膵

全摘術を受けた 80 歳以上で ADL が低下した

者が 15.4％と最も多かった（40～74歳 5.6％、

75～79 歳 9.7％）。膵頭十二指腸切除でみると、

退院時に ADL が 10 点以上低下した者は 40～

74 歳 4.1％、75～79 歳 8.2％、80 歳以上 8.2％

であった。 

 

5) 肝細胞癌患者への外科治療が退院時 ADL

に与える影響 

5-1. 腹腔鏡手術を受けた患者の退院時 ADL 

 腹腔鏡手術を受けた者は、40～74歳 543人、

75～79 歳 180 人、80 歳以上 109 人であった。

いずれの年代も、胆嚢切除を受けた者が多か

った（40～74 歳 87.3％、75～79 歳 85.6％、

80 歳以上 79.8％）。入院日数の中央値は、40

～74 歳 12 日、75～79 歳 14 日、80 歳以上 13

日であった。入院時と比較して退院時の ADL

が 10 点以上低下した者は、40～74 歳 2.4％

（入院時 ADL自立 1.7％）、75～79歳 4.4％（入

院時 ADL 自立 4.3％）、80歳以上 8.3％（入院

時 ADL 自立 5.6％）であった。胆嚢切除術に限

定した場合でも、退院時の ADL が 10 点以上低

下した者は、40～74歳 2.7％、75～79歳 2.6％、

80 歳以上 8.0％であった。 

 

5-2．開腹手術を受けた患者の退院時 ADL 

 開腹術を受けた者は、40～74 歳 2,006 名、

75～79 歳 689 名、80 歳以上 474 名であった。

いずれの年代も肝部分切除術を受けた者が最

も多かった（40～74 歳 71.7％、74～79 歳

72.9％、80 歳以上 69.6％）。入院日数の中央

値は、40～74 歳 18 日、75～79 歳 18 日、80 歳

以上 20 日であった。入院時と比較して退院時

の ADL が 10 点以上低下した者は、40～74 歳

4.0％（入院時ADL自立3.3％）、75～79歳4.2％

（入院時自立 3.6％）、80歳以上 11.2％（9.9％）

であった。肝部分切除術に限定した場合の退

院時 ADL が 10 点以上低下した者の割合は、40

～74 歳 2.8％、75～79 歳 3.4％、80 歳以上

11.5％であった。 

 

6) 肝内胆管癌患者への外科治療が退院時

ADL に与える影響 

6．開腹手術を受けた患者の退院時 ADL 

 開腹手術を受けた者は、40～74 歳 462 人、

75～79 歳 134 人、80 歳以上 92 人であった。

いずれの年代も肝切除術を受けた者が 6 割以

上を占めた（40～74 歳 65.6％、75～79 歳

64.9％、80 歳以上 64.1％）。入院日数の中央

値は、40～74 歳 20 日、75～79 歳 23 日、80 歳

以上 23 日であった。入院時と比較して退院時

の ADL が 10 点以上低下した者の割合は、40～

74 歳 3.0（入院時 ADL 自立 2.6％）、75～79 歳

9.7％（入院時 ADL 自立 8.9％）、80 歳以上

13.0％（入院時 ADL 自立 8.8％）であった。肝

切除を伴う手術を受けた者のみでみると、入

院時と比較して退院時の ADL が 10 点以上低

下した者の割合が、40～74 歳 3.6％、75～79

歳 10.3％、80 歳以上 16.9％であった。 

 

7) 肝外胆管癌・胆嚢癌・乳頭部癌患者への

外科治療が退院時 ADL に与える影響 

7-1．腹腔鏡手術を受けた患者の退院時 ADL 

 腹腔鏡手術を受けた患者は、40～74 歳 114

人、75～79 歳 35 人、80 歳以上 71 人であっ
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た。胆嚢切除術等の比較的低侵襲度の手術が、

40～74 歳 93.0％、75～79歳 74.3％、80 歳以

上 67.6％であった。入院日数の中央値は、40

～74 歳 6 日、75～79 歳 9 日、80 歳以上 9 日

であった。入院時と比較して退院時の ADL が

10 点以上低下した者は、40～74 歳 0.9％（入

院時 ADL 自立 0.9％）、75～79 歳 8.6％（入院

時 ADL 自立 7.7％）、80 歳以上 2.8％（入院時

ADL 自立 0.0％）であった。 

 

7-2．開腹手術を受けた患者の退院時 ADL 

 開腹手術を受けた患者は、40～74 歳 2,154

人、75～79 歳 777 人、80 歳以上 629 人であっ

た。いずれの年代も肝切除を伴う手術を受け

た者が 6 割以上を占めた（40～74 歳 78.6％、

75～79 歳 76.7％、80 歳以上 63.3％）。入院日

数の中央値は、40～74 歳 34 日、75～79 歳 37

日、80 歳以上 32 日であった。入院時と比較し

て退院時の ADL が 10 点以上低下した者は、40

～74 歳 5.4％（入院時 ADL自立 4.9％）、75～

79 歳 8.4％（入院時 ADL 自立 7.7％）、80 歳以

上 11.8％（入院時 ADL自立 10.2％）であった。

肝切除を伴う手術を受けた患者のみでみると、

退院時に ADL が 10 点以上低下していた者の

割合は、40～74 歳 6.1％、75～79 歳 9.6％、

80 歳以上 14.1％であった。 

 
8) 非小細胞肺がん患者への外科治療が退

院時 ADL に与える影響 

全体で 19,780 例（胸腔鏡下術 17,062 例、

胸腔切除術 2,718 例）を分析対象とした。胸

腔鏡下術、胸腔切除術ともに臨床病期 I～Ⅱ

期であっても年齢が高いほど男性の患者の割

合が多くなる傾向にあった（胸腔鏡下術:40～

64歳 54.1%、65～74歳 59.1%、75歳以上 59.9%;

胸腔切除:40～64 歳 63.9%、65～74 歳 69.6%、

75 歳以上 72.5%）。臨床病期 I 期・Ⅱ期の割合

は年齢による差はほとんどなかった。年齢が

高いほど肺葉切除を受けた患者の割合はやや

低かった（胸腔鏡下術:40～64 歳 78.3%、65～

74 歳 75.7%、75 歳以上 69.3%;胸腔切除:40～

64歳 82.0%、65～74歳 80.9%、75歳以上 75.5%）。

入院時の ADL は、若い患者ほど自立していた

者の割合が高かったが、75 歳以上であっても

9 割以上が自立していた。なお、臨床病期 I ま

たはⅡ期の患者のうち、年齢が高くなるほど

手術を受けなかった患者の割合が高くなった

（40～64 歳 7.0％、65～74 歳 11.7％、75 歳

以上 32.4％）。 

 

術後の ADL 低下割合は、年齢が高くなるほ

どやや高くなる傾向にあった（胸腔鏡下術:40

～ 64 歳 1.1%(95%Confidence 

Interval(CI),0.8～1.5％）、65～74 歳 1.6%

（95%CI,1.3～1.9％）、75 歳以上 3.5%（95％

CI,3.0～4.0%）;胸腔切除:40～64 歳 1.4%

（ 95%CI,0.6 ～ 2.7% ）、 65 ～ 74 歳 2.8%

（ 95%CI,2.0 ～ 3.9% ）、 75 歳 以 上 4.9%

（95%CI,3.6～6.6％））。手術前の ADL が自立

であった患者に限定した場合も同様の傾向が

認められた（胸腔鏡下術:40～64 歳 1.0%

（ 95%CI,0.7 ～ 1.3% ）、 65 ～ 74 歳 1.4%

（95%CI,1.2～1.7%）、75 歳以上 3，3％（95％

CI,2.8～3.8%）;胸腔切除:40～64 歳 1.3%

（ 95%CI,0.5 ～ 2.6% ）、 65 ～ 74 歳 2.6%

（ 95%CI,1.8 ～ 3.7% ）、 75 歳 以 上 4.6%

（95%CI,3.2～6.2%））。 

 

9) 非小細胞肺がん患者の術後補助化学療

法実施割合 

手術の入院時点で ADL が自立していた患者

で術後病理病期が IB 期であった患者を対象

に、術後補助化学療法の実施割合を年齢階級

別にみたところ、胸腔鏡下術を受けた 65 歳未

満では 57.3％がテガフールとウラシルを組み

合わせた化学療法を受けていたのに対し、75

歳以上では 21.4％に留まった。同様に胸腔鏡

下術を受け、かつ術後病理病期Ⅱ期であった

患者をみるとシスプラチンを含む化学療法を

受けていた患者が 65 歳未満は 44.8％である

のに対し、65～74 歳で 34.2％、75 歳以上で

4.4％であった。 

 

10) 女性乳がん患者への外科治療が退院時

ADL に与える影響 

全体で 37,161例（乳房部分切除 17,313例、

乳房全摘術 19,848 例）を分析対象とした。臨

床病期 0～Ⅲ期では、年齢が高くなるほど外

科的治療を受けていない患者の割合はやや高

い傾向にあった（40～64 歳 2.6％、65～74 歳

3.3％、75 歳以上 13.0％）。乳房部分切除およ

び乳房全摘術ともに年齢が若いほど臨床病期

0 期の割合がやや高かった。また、年齢が若い

ほど術前補助化学療法を受けた患者の割合が

高かった（乳房部分切除:40～64 歳 12.0％、

65～74 歳 6.3％、75 歳以上 2.1%;乳房全摘

術:40～64 歳 18.1％,65～74 歳 12.8％、75 歳

以上 3.0％）。入院時の ADL は 65 歳未満では

乳房部分切除 98.3％、乳房全摘術 97.8％が自

立していたが、75 歳以上ではそれぞれ 85.4％、
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80.7％であった。 

 

術後の ADL 低下割合は、全体で 65 歳未満が

0.5％（95％CI,0.4-0.6％）、65～74 歳が 0.7％

（95％CI,0.6-0.9％）、75 歳以上が 2.4％

（95％CI,2.0-2.9%）であった。入院時 ADL が

自立していた患者に限定した場合もほぼ同様

の傾向であった（40～64 歳 0.4％(95％CI,0.3

～0.5％、65～74 歳 0.6％（95％CI,1.5％～

1.9％、75 歳以上 1.5％（95％CI,1.2-1.9％）。

75歳以上の患者の ADL低下割合は、入院時 ADL

が自立していたものに限定すると乳房部分切

除 0.9％（95％CI,0.5-1.4%）、乳房全摘術

1.9％（95％CI,1.4-2.5%）であり若い世代とほ

ぼ同等であった（乳房部分切除 0.3～0.7％、

乳房全摘術 0.5～0.8%）。 

 

11) 術前補助化学療法と乳房同時再建した

場合の乳房切除術前後の ADL 低下割合 

術前補助化学療法を受けていた患者の手術

前の ADL は、40～64 歳の 97.9％、65～74 歳

の 94.9％、75 歳以上の 89.2％が自立してい

た。手術前の ADL が自立した患者で、術前補

助化学療法を受けた者と受けなかった者で術

後の ADL 低下割合を比較したところ統計的に

有意な差はいずれの年齢群も認めなかった。

乳房全摘術と同時に乳房再建を実施した患者

は 40～64 歳 24.5％、65～74 歳 3.8％、75 歳

以上で 0.3％であった。いずれも同年代の同

時乳房再建をしなかった患者と比較して手術

時の ADL 低下割合に有意な差は認めなかった。 

 

 
3. 看護師、相談員を対象とした意思決定支援 

 

1) 認知症の人の日常生活・社会生活にける

ガイドラインの活用の評価 

2020 年の調査結果と 2021年の調査結果か 

ら、「認知症の人の日常生活・社会生活におけ

る意思決定支援ガイドライン」を活用してい

る」は、2020 年、2021 年共に増加し、有意差

を認め、教育プログラムの効果が見られた。 

今後もガイドラインの周知を図ると共に、

教育プログラムを全国のがん診療連携拠点病

院等に広めることで、実際に高齢がん患者の

意思決定支援の場で、ガイドラインをどのよ

うに活用するか、具体的な事例を通して学習

する教育の機会の必要性が示唆された。 

 

2) 高齢がん患者の意思決定を支援する教育

プログラム案の内容の評価 

2021年度の教育プログラムでは小川班で作

成した軽度認知症高齢患者の意思決定場面の

トリガービデオを教材として用いた。2020 年

と 2021 年の研修会後の知識と自信の項目の

比較では、［人的・物的環境の整備］は知識・

自信共に有意差があり、［意思形成支援］［意

思表明支援］は 2021 年の研修後の自信が有意

に差を認めた小項目が多かった。 

2020 年は紙上模擬患者を用いたことから、研

修参加者の経験により、想起する内容に差が

生じる可能性があった。2021 年はトリガービ

デオの視聴と意思決定支援に関するグループ

ワーク、講師による解説により、研修参加者

が同様の軽度認知症患者を想起し、その特徴

と意思決定支援時の留意点について、講師の

解説を踏まえ理解が深まり、研修後の実践の

自信が高まったと考える。 

 

 

4. オンラインによる多職種向けの研修の試

行 

 

1) 知識と効力の変化 

意思決定支援についての知識を問う 8 項目は，

一般的に誤解されることが多い項目を用いた。

したがって，得点が低下することで正しい知

識獲得が促進されたと考える。事前事後とも

に回答があった 8 名について検討する。 

知識に関しては 8 項目中 7 項目で得点の低下

が見られ、知識獲得が確認された。残る 1 項

目「治療後の人生を“どうしたいか”を答えら

れないことは“普通ではない”と考えるべき

だ」で、事前事後とも平均 1.25（Rang:1-4）

と低い値を維持した。患者価値観については

研修前から正しい知識を持っていた集団であ

ったといえる。そのほかの知識に関する項目

で変化量が最も大きかったのは「でっきるだ

け、コミュニケーションのスタイル（話し方、

説明方法など）を変えずに、誰に対しても平

等に接することが重要だ」である（前後での

変化量 1.13）。研修前は平等・公平を保つため

に多くの患者へ同じ接し方をすべきとしてい

たが、研修後には、年齢や認知・身体的アセス

メントに応じた関わり方の重要性が認知され

たといえる。 

効力感を測定する項目のうち、3 項目の逆転

を処理し、全 15 項目の合計を効力感得点とし

て計算したところ、事前に比べて事後で効力

得点の向上が確認できた。 
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2) 診療行動の実際 

 臨床現場でみられる診察行動を 10 項目挙げ，

それらの実施有無について尋ね、「はい」「い

いえ」「該当しない」の回答状況について確認

した。これは研修前アンケートにて回答を依

頼しており、10 名の回答が得られた。 

ほとんどの項目について、ほとんどが実施し

ていた（「患者と出会った際、身体状態につい

て確認をする」「患者自身の病気についての認

識を質問する」など 10 名が実施と回答）。そ

の反面、半数程度の実施であったのは「治療

に関して、全体方針と目的（根治、振興の抑制

等）を説明する」（実施 5 名、未実施 3 名、該

当せず 2 名）、「理解度を確かめるために、患

者自身の理解を説明させる」（実施 5 名、未実

施 4 名、該当せず 1 名）である。医療従事者

側からの情報提供や収集の工夫の実施は広く

行われているが、理解度確認や改めての協働

体制構築などには課題がある可能性が示され

た。 

 

3) 意思決定支援の要素 

患者の意思決定支援において重要である行動

11 項目の実施頻度を問い、実態を検討した。

これは事後アンケートで回答を依頼し、13 名

の回答を得た。 

11 項目中、「していない」「ほとんどしていな

い」の回答が 30%を超えていた項目は、2 つで

あった（「機会は柔軟に、十分な時間を用意す

る」「オープンに認知症の人がそのように捉え

ているかをたずねる」）。医療現場の多忙化も

あり、意思決定に関する協議時間の確保や、

認知機能に課題がある対象者への支援に関す

る難しさが明確になった。 

 

 

5. 日常診療で使用する場合に推奨される GA

ツールの選定 

 

 GA の専門家として、①高齢がん患者の診療

を日常的に行っている、②GAを実施している、

または GA に対する造詣が深い、③老年腫瘍学

の研究に従事している、の人選規準を満たし

た、腫瘍内科医、老年科医、精神腫瘍科医、理

学療法士）＋ファシリテーター1 名により、日

常診療で使用する GA ツールに関して、修正

Delphi法を用いたエキスパートコンセンサス

により推奨をまとめた。 

 日常診療で最低限行うべき GA ツールとし

ては、従来の PS（Performance Status）に加

えて、CCI（Charlson Comorbidity Index；併

存症）、処方薬リスト、独居の有無と介護者の

有無、そして G8（スクリーニングツール）に

よる評価を推奨することとなった。 

 次のステップとして、Mini-Cog（認知機能）、

CARG スコア（有害事象予測スコア）、OARS

（Older Americans Resources and Services）

-IADL（ Instrumental Activity of Daily 

Living）の実施を推奨した。 

 

 

D．考察 
1. 高齢がん患者に対する意思決定支援の現

状把握 

 

高齢がん患者の意思決定支援の現状を評価

するために、がん診療連携拠点病院を対象に

現状調査を行った。その結果、 

① 7 割のがん診療連携拠点病院において、自

施設で加療している高齢がん患者の半数

以上に何らかの意思決定支援が必要 

② 一方で、85％の施設では、必要な意思決定

支援のうち、半数以下しか提供されてい

ない 

と評価していた。加えて自施設の医療従事者

において、意思決定能力の評価、意思決定支

援の手段、意思の推定に関しては、半数以上

の施設が習熟していないと評価していた。 

ガイドラインに関しては、「認知症の人の日常

生活・社会生活における意思決定支援ガイド

ライン」「障害福祉サービスの提供にかかる意

思決定支援ガイドライン」「身寄りがない人の

入院及び医療に係る意思決定が困難な人への

支援に関するガイドライン」は、自施設の医

療従事者に認知されていないと評価していた。 

従来、高齢がん患者の意思決定支援の困難さ

は指摘されていたが、実際にがん診療連携拠

点病院において、その必要性や提供状況、そ

の課題を網羅的に把握することはなされてい

なかった。今回、半数以上のがん診療連携拠

点病院において、臨床上必要である状況にも

かかわらず、提供できていない実態が把握さ

れたことは、本課題の緊急性を示すものであ

る。 

 

2．高齢がん患者における治療に伴う負担の検

討 

 

本研究では、全国のがん診療病院 431 施設
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のデータを用いて、胃癌、大腸癌、膵臓癌にお

ける治療に伴う入院日数、ADL 低下、予期せぬ

再入院割合等について明らかにした。早期胃

癌、大腸癌への内視鏡的切除術に関しては、

75 歳未満と 75 歳以上において治療に伴う入

院日数や ADL 低下の影響は同程度であった。

一方で、開腹手術では 75 歳未満と比較し、75

歳以上では入院日数が長くなる傾向にあり、

ADL 低下割合、予期せぬ再入院割合がやや高

くなる傾向にあった。比較的早期の膵臓癌で

あっても、手術による ADL 低下割合は 75 歳以

上では 5％を超えており、治療方針の決定に

おいては、患者や家族にこうした情報を提示

しながら、患者が納得できる意思決定支援へ

と繋げていくことが重要であろう。 

 

3. 看護師、相談員を対象とした意思決定支援 

 

高齢がん患者に意思決定を支援する看護師

を対象とした教育プログラム案でトリガービ

デオ教材を用いて実施した。教育プログラム

案の指針となる「認知症の人の日常生活・社

会生活における意思決定支援ガイドライン」

の活用が増加していた。教育プログラム案の

課題として、 

・支援の時間の調整 

・支援者や第三者の影響への配慮 

・地域を含めた多職種チームとの共有 

の内容を強化する必要性が示唆された。 

 

4. オンラインによる多職種向けの研修の試

行 

 

研修の前後で収集したデータの変化から，

研修プログラムの一定の効果は確認された。

これまでに実施した研修に比べ、それぞれの

職種の専門性やチーム医療に焦点を当てたポ

イントを含んでいた。しかしながら、研修参

加者に偏りがあったため、他職種連携よりも

限定的な興味関心が寄せられたようである。 

知識面については、これまでの研修と同様、

全体的な知識やアセスメント、対応スキルに

関するリテラシーの伸びが見られた。とくに、

「医療従事者が正確な情報を伝えれば、患者

は意思決定をすることができる」という信念

については、今回やこれまでの研修を通し、

一定して「そうだ」と誤解している対象者が

多いが、研修を受講することにより、正しい

情報を伝える「だけ」では理解できないこと

もあることを学びとることができている。ま

た、コミュニケーションスタイルを相手に合

わせて変容させることの重大性の気づきも伝

えることができており、患者の特性をアセス

メントした上での行動変容の必要性を伝える

ことが重要である。 

さらに、効力感は全体的な向上が見られ、研

修を受けることによるモチベーションが高ま

ることで効力感へと繋がったと考えられる。 

診察行動、意思決定支援の構成要素の実施に

関しては、少ないサンプルながら実際の医療

現場における実施率の概要が示唆された。ア

セスメントや支援スキルの発揮はそれぞれ行

われていることが伺われるものの、その関連

性や個別に合わせた支援といった観点を意識

した実施を促すような介入を今後実施する必

要があると考えられる。 

本研修は、新型コロナ感染症の流行時期と開

催予定時期が重なり、十分な対象者人数を確

保して実施できたとは言い難い。今後、さら

に対象者の職種を増やし、複数の観点からの

支援方略を考察できるような研修開発が必要

であると考えられる。オンライン会議システ

ム、会場開催の両面の良いところを活かしな

がら、今後、より効果的で導入までの障壁が

低い介入方法を検討する必要がある 

 

5. 日常診療で使用する場合に推奨される GA

ツールの選定 

  

今回、日常診療で使用する際に推奨される

高齢者機能評価について、エキスパートのコ

ンセンサスを策定した。 

 

 

E．結論 
高齢がん患者を中心に、がん医療における意

思決定支援の現状を質的量的に検討し、その

結果から、わが国の意思決定支援の質の向上

を目指して教育プログラム、支援プログラム

の開発、意思決定支援に資する情報の収集・

解析を進めた。その結果、わが国のがん治療

の中核をなくがん診療連携拠点病院において、

高齢者においてもがん治療は実施されている

こと、高齢者の場合 10%以上に ADL の低下が

併存しつつ治療を行っていること、術後の補

助化学療法の実施頻度が低くなることなど癌

種ごとの実態が明らかとなった。これらの情

報は、治療開始前の時点で、治療後の経過に

ついて予め十分に検討し、本人の価値観に沿

う治療かを検討し、本人の希望に沿う治療を
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提供する上で重要である。 

今後がん診療連携拠点病院での意思決定支援

の質の向上を目的に、意思決定支援の教育プ

ログラムを開発した。今後、各がん診療連携

拠点病院を対象に介入を進める予定である。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 
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